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論文内容の要旨 
【目的】これまで我々は、産科 DIC に対し、従来の標準治療法である新鮮凍結血漿（FFP）投与
に加えて、乾燥ヒトフィブリノゲン製剤（以下フィブリノゲン）を併用して、その止血効果・安
全性を検討した。その結果フィブリノゲン投与が有効であることを報告した。しかしながら、FFP, 
フィブリノゲンの使用時期・使用量については、症例によりまちまちであった。そこで今回我々
は、産科 DIC 時の血液凝固検査結果およびフィブリノゲン・FFP 投与時のその改善の程度をもと
に、フィブリノゲンを用いた輸血プロトコールを作成し、その有用性を検討することを目的とし
た。 
【方法】産科 DIC 症例に対して、血漿フィブリノゲン値（Fib）に応じて乾燥フィブリノゲンの
投与量を、プロトロンビン時間（PT）に応じて FFP の投与量を定める輸血プロトコールを作成
し当院 IRB の承認を受け、2011 年 4 月より施行した。フィブリノゲンおよび投与プロトコール
について患者あるいは家族から文書による同意を得て実施した。2006 年 4 月から 2014 年 3 月に
当院で管理した産褥搬送を含む産科 DIC 症例のうち、本プロトコールにより管理した 19 例と、
プロトコール導入前の 19 例の診療録を後方視的に解析し、各群の総出血量、輸血量、有害事象に
ついて比較した。異所性妊娠、肝不全、前医での輸血実施などの症例、診療録記載が不十分な症
例は除外した。平均値の差の検定には t 検定、頻度の差の検定にはχ二乗検定を用いた。 
【結果】プロトコール導入前後の症例の抗 DIC 療法開始直前の血液凝固検査結果を比較したとこ
ろ各パラメータ値に有意差を認めなかった。赤血球濃厚液（RCC）輸血量と血小板濃厚液（PC）
輸血量に関し 2 群間に有意差はないが治療開始後の出血量、FFP 輸血量、FFP/RCC は有意差を
もって、導入後に減少していた。またフィブリノゲン投与および本プロトコールに関連する有害
事象は認めなかった。 
【結論】これまでの研究で、大量出血を伴う産科 DIC では、DIC 基礎疾患の有無にかかわらず、
すべての例で Fib が 150mg/dL に低下しており、Fib 枯渇が最も critical な因子と考えられる。ま
た我々の先行研究でフィブリノゲン補充によって、止血効果があることをすでに示している。こ
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（副査）教授 山本 晃士、教授 髙井 泰、講師 松永 茂剛 
れらの結果を踏まえて、今回管理プロトコールを作成し、臨床応用を行ったところ、FFP の輸血
量のみならず、出血量までも減少させることができるなど、その有効性が示された。従来 FFP を
中心とした産科 DIC での凝固因子の補充では、補充完了までに時間がかかりその間も凝固因子の
消費・喪失が継続するため、根拠のある輸血量の決定は困難であった。しかし、フィブリノゲン
の投与は critical な因子を短時間で補充することが可能であるため、この投与を最優先し PT 値で
FFP の投与量を決定し追加する管理方法は、早期の DIC からの回復が可能となり、その結果出血
量の減少を図ることができたと考える。 
このプロトコールでは、FFP の使用が少ないため、アルブミン製剤による膠質浸透圧の補充を
考慮する必要がある。現在は、フィブリノゲンが適応外投与である。前述のごとく当院では、病
院 IRB の承認を得て投与しているが、その費用負担も含め、各施設での倫理的な対応を確立させ
る必要もあると考える。 
本プロトコールは臨床的に有用であり、将来的には標準的な管理法として普及させる意義がある
と考える。 
 
